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1. はじめに 

2026 年 1 月 20 日、第二次トランプ政権が発足してから、

1 年が経過した。第二次トランプ政権は、発足直後から多数

の大統領令を相次いで発出し 1)、気候変動対策、産業政策、

通商・外交政策などを含め、バイデン政権下で進められてき

た政策枠組みの大幅な見直しに着手する形で始動した。交通

運輸・観光分野においても、その影響は早期から顕在化し、

「米国第一」に基づく国内優先の政策運営、財政支出の選別

と「戦略的重点化」、国際協調の再調整という基本軸を通じて、

政策運営の基本的な優先順位が大きく組み替えられた1年で

あった。 

2025年春以降、米国では相互関税を巡る各国との交渉が本

格化し、通商政策を梃子とした産業・投資政策の再構築が進

められた。その象徴的な動きの一つとして、日米間の関税交

渉の文脈において、日本による総額5,500億ドル規模の対米

投資のコミットメントが打ち出された 2)。この投資対象には

「造船」が含まれるなど、交通運輸分野にも影響を及ぼす動

きとなっている 2)。 

また、同年7月には「One Big Beautiful Bill Act（OBBBA）」

が成立し、同法に盛り込まれた財政・制度面の措置は、イン

フラ整備、補助金制度、税制措置などを通じて、特に、航空、

観光分野に影響を及ぼしている 3)。加えて、2025 年 10 月 1

日から11 月 12 日にかけては、史上最長となる 43 日間の政

府閉鎖が発生し、航空管制人員の不足による航空便の制限や、

国立公園・観光関連施設の一部閉鎖などを通じて、交通運輸・

観光分野の施策やサービス提供に直接的な支障が生じた点も、

この1年を特徴付ける重要な出来事であった 4)。 

さらに、2026年1月には、トランプ大統領が計66の国際

機関や国際的枠組みへの関与を見直し、撤退や参加停止を進

めるための大統領覚書に署名 5)するなど、国際協調のあり方

を巡る政権の姿勢の変化も顕在化している。 

本レポートでは、第二次トランプ政権発足後1年間におけ

る交通運輸・観光政策の動向について、航空、海事、高速鉄

道・都市交通、観光の分野ごとに整理を行う。すべての政策

動向を網羅的に扱うことは困難であるため、政策的・制度的

インパクトが大きいと考えられる動きを中心に整理している

点について、あらかじめ断っておきたい。 

なお、交通運輸分野の中でも自動車分野については、関税

政策やEV規制、産業政策との関係など、第二次トランプ政

権下で重要な論点が多数存在するが、これらについては既に

多くの専門的な分析や報告が公表されている 6)。本レポート

では、自動車分野には立ち入らず、上述のとおり、航空、海

事、鉄道・都市交通、観光分野に焦点を当てることとした。 

本レポートを通じて、第二次トランプ政権における交通運

輸・観光分野の政策運営の基本的な考え方や優先順位への理

解を深めるとともに、今後1年間に想定される政策動向を読

み解く上での基礎的な視座を提供することとしたい。 

 

2. 各分野における主な動向 

2.1. 航空分野 

第二次トランプ政権下の航空分野における主な政策動向は、

①重大事故を契機とした航空安全への投資集中、②航空消費

者保護政策の転換、③航空脱炭素政策の変化、④次世代航空

機に関する制度・政策枠組みの整備の進展、の四点に整理で

きる。特に、政権発足直後に発生した重大事故は、航空安全

を最優先課題として位置付ける契機となり、その後1年間の

航空政策における資源配分や制度運営の方向性を大きく規定

した。 

 

2.1.1 重大事故を契機とした航空安全への投資集中 

（1）DCA周辺航空事故と安全政策の最優先化 

2025年1月29日、ワシントン・ナショナル空港（DCA）

周辺において、民間航空機と米陸軍ヘリコプターが空中衝突

し、計67名が死亡する重大事故が発生した 7)。本事故は、第
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二次トランプ政権発足から9日後、ダフィー運輸長官の就任

翌日に発生したこともあり、新政権における航空安全政策の

最優先課題として位置付けられた。 

国家運輸安全委員会（NTSB）による調査では、DCA周辺

空域におけるヘリコプターの運航高度や、過去に多数のニア

ミス事例が蓄積していた点が指摘された 7)。これを受け、同

空域における一部ヘリコプター・ルートの運航停止など、即

時的な安全措置が講じられた 7)。こうした事故対応は、単な

る個別事案への対処にとどまらず、航空安全全体の見直しへ

と議論を押し上げる契機となった。 

 

（2）航空交通管制システムの近代化と予算の集中投入 

本事故を受け、2025年2月、トランプ大統領は航空交通管

制（ATC）システムの抜本的な近代化を進める方針を表明し

た 8)。航空交通管制インフラの老朽化は長年の課題であった

が、DCA事故に加え、その後、ニューアーク空港に発着機を

誘導する管制施設において通信・レーダーの喪失といった障

害が発生したことで、システム刷新の必要性が一気に顕在化

した 8)。 

連邦運輸省（DOT）は、同年 5 月、通信、監視、自動化、

施設の4分野を柱とする更新計画を策定した 8)。そして、7月

に成立したOBBBAでは、航空交通管制システム近代化のた

めに 125億ドルが計上された 8)。これは、一括的な財政措置

としても異例の規模であり、航空安全を国家インフラ投資の

中核に据える政権の姿勢を明確に示すものであった。 

同プロジェクトでは、2025年12月に航空交通管制システ

ム全体の統合を担うプライム・インテグレーターが選定され

9)、2026年1月にはレーダー更新などの個別分野においても

新規契約が発表された 10)。他方、DOT は、システム全体の

完成には追加で約200億ドルが必要との見通しも示しており、

今後の追加的な財源確保が課題として残されている 9)。 

 

（3）航空管制官不足への対応 

インフラ更新と並行して、慢性的な人材不足への対応も進

められた。米国では、航空管制官が約3,500人不足している

とされており、2025年2月には、採用プロセスを従来の8段

階から5段階へと簡素化するとともに、初任給を約30％引き

上げる措置が講じられた 8)。さらに、同年 5 月には、ベテラ

ン管制官の離職防止策として、基本給の20％相当額を一括支

給する制度等も導入されている 8)。 

同年9月、ダフィー運輸長官は、2025年度における航空管

制官の採用目標である 2,000 人を達成し、2,026 人の新規航

空管制官を採用したと発表するとともに、2025年1月から9

月までの期間において、前政権が 2024 年の同期間に採用し

た人数より20％多く航空管制官を採用したと強調した 11)。 

このように、ハード（インフラ）とソフト（人材）の両面

から航空安全基盤を立て直そうとする姿勢は、この1年間の

航空政策を特徴付ける重要な要素である。 

 

2.1.2 航空消費者保護政策の転換 

第二次トランプ政権発足後、航空安全分野において大規模

な投資と制度強化が進められたこととは対照的に、航空消費

者保護政策については、バイデン政権下で進められてきた規

制強化の動きが見直される局面が見られた。 

2025年9月、DOTは、航空会社の責任による遅延や欠航

が生じた場合に、乗客に対する現金補償を義務付ける規則案

について、撤回方針を公表した 12)。当該規則案は、バイデン

政権下で検討され、国内線で3時間以上の遅延に対して200

～300ドル、さらに長時間の遅延に対しては最大775ドルの

補償を航空会社に義務付ける内容を想定していたものである

12), 13)。その後、同規則案は、同年 11 月に正式に撤回された

13)。 

また、既存の消費者保護違反に対する制裁措置の運用につ

いても変化が見られた。2025年12月、DOTは、2022年12

月の繁忙期に発生した大規模な運航障害を巡り、サウスウエ

スト航空に科されていた 1 億 4,000 万ドルの和解金のうち、

残額である1,100万ドルについて、罰金免除を行った 14)。続

いて同月、障害のある乗客への不適切な介助や車椅子の誤扱

いを巡る和解の一環として、DOTは、2024年にアメリカン

航空に科された 1,670 万ドルの罰金を免除する一方、1,680

万ドルを障害者の利益となる活動に直接支出することを求め

る措置を講じた 14)。 

こうした対応を踏まえ、2026年1月には、DOTが航空会

社による消費者保護違反への対応方針を見直し、罰金を中心

とした制裁型の対応から、是正措置や遵守支援を重視する方

向へと転換する考え方を示した 15)。これにより、航空消費者

保護政策は、規制・制裁の強化よりも、事業者の改善行動を

促す運用へと重心を移しつつあることが明確となった。 

 

2.1.3 航空脱炭素政策の変化 

航空は、国境を越えた人や貨物の移動を担い、世界全体に

影響を及ぼす産業であるため、脱炭素化についても国際的な

枠組みに基づく取り組みが進められてきた。国際民間航空機

関（ICAO）では、2010 年に燃料効率の年平均 2％改善や、

2020 年以降の CO₂排出量増加を抑制する目標が掲げられ、

2016年には2035年までの国際航空におけるカーボンオフセ
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ット及び削減スキーム（CORSIA）が設定された 16)。さらに、

2022年10月には2050年までに国際航空のCO₂排出量をネ

ットゼロとする長期目標（LTAG）が採択され、2023年11月

には、2030年までに持続可能な航空燃料（SAF）、低炭素航

空燃料（LCAF）等の活用を通じて、国際航空のCO₂排出量

を5％削減するビジョンが示された 16)。 

こうした中、米国の航空脱炭素政策の変化として、以下の

二点が注目される。 

（1）OBBBA 成立に伴う助成プログラムの停止およびSAF

税額控除の縮小 16) 

2022 年インフレ抑制法（IRA）では、SAF の生産や低排

出航空技術の開発に関するプロジェクトを対象とする助成プ

ログラムが創設され、これに基づき、2024年8月にはバイデ

ン政権から関連プロジェクトに対する2億9,100万ドルの支

出が発表されていた。しかし、2025 年 7 月 4 日に成立した

OBBBAにおいて、SAFや低排出航空技術に関する助成プロ

グラムについては、未執行の予算残高を廃止することが決定

された。 

また、SAFの税額控除については、適用期間を2027年末

から2029年末まで延長した一方で、SAFには他の低炭素輸

送燃料と比べより高い税額控除率が設定されていたが、当該

上乗せ分の控除は廃止された。これらの助成金や税額控除の

縮小により、SAF生産に対するインセンティブが低下し、今

後、生産量の増加にマイナスの影響が及ぶ可能性がある。 

 

（2）ICAOへの関与 16) 

2025年9月23日から10月3日にかけて開催された第42

回ICAO総会の初日に行われた各国代表団による演説におい

て、米国はダフィー運輸長官を通じて、ICAO の気候変動へ

の取り組みに対する批判的な見解を示した。 

ダフィー運輸長官は、米国の立場として、「ICAOは長年に

わたり本来の使命を超え、社会プログラムや気候ファイナン

スなど、安全・保安・効率とは直接関係のない分野にまで活

動範囲を広げ、重要な資源を浪費してきた」と述べ、改革が

行われなければ、米国による活動支援の在り方を再考する可

能性にも言及した。 

一方、ICAOは同総会において、気候変動およびCORSIA

に関する決議を採択した。これらの決議は、第 41 回総会に

おける同趣旨の決議を更新する形で採択されたものであり、

加盟国による LTAG へのコミットメントを再確認するとと

もに、CORSIAの実施を継続して進めることを支持する内容

となっている。米国は、前述のように批判的な発言を行った

ものの、当該決議への反対などの具体的行動には至っておら

ず、引き続き現行の ICAO枠組みの下に留まっている。 

もっとも、気候変動対策に慎重な米国政権の基本姿勢は、

今後の航空分野における脱炭素化の進展に対して、一定の影

響を及ぼす可能性がある。 

 

2.1.4 次世代航空機（AAM）に関する制度・政策枠組みの整備

の進展（本項はワシントン国際問題研究所 釣 慎一朗研究員

による執筆） 

日本では「空飛ぶクルマ」とも呼ばれる次世代航空機であ

るAdvanced Air Mobility（AAM）を巡っては、バイデン政

権下から計画・推進されてきた政策やルールメイキングが、

2024 年連邦航空局再授権法で定められたスケジュールに概

ね沿う形で進展している。具体的には、パワードリフト機の

型式証明に関するアドバイザリーサーキュラー（AC 21.17-4, 

Type Certification – Powered-lift）の発行や、Light-Sport 

Aircraft（LSA）の対象範囲拡大等を意図した特別耐空証明の

近 代 化 （ Modernization of Special Airworthiness 

Certification: MOSAIC）に関する最終規則の発行等が挙げ

られる 17), 18) 。 

また、これまで策定の遅れが指摘されていたAAM に関す

る国家戦略についても、2025 年 12 月に公表に至っており、

空域、インフラ、セキュリティ、地域計画・連携、人材、自

動化、包括的提言の 7 つの柱の下、合計 40 項目の提言が示

された 19)。 

さらに、トランプ政権下における新たな動きとして、大統

領令「Unleashing American Drone Dominance（米国ドロ

ーンの優位性強化）」においてeVTOL統合パイロットプログ

ラム（eVTOL Integration Pilot Program: eIPP）を設立する

ことが指示されている 20)。これは、eVTOL 機等の AAM の

安全運航に必要な規制整備を促進しつつ、米国拠点の事業体

によって開発・提供されるAAM関連技術の活用を加速させ

ることを目的としている。 

 

2.2 海事分野 

第二次トランプ政権下の海事分野における主な政策動向は、

①大統領主導による「造船復興」の明確化と海事産業の再興、

②通商法301条に基づく対中措置を通じた市場介入、③同盟

国との造船協力による供給能力の補完、④国際海事機関

（IMO）における海運脱炭素化政策への対応、という四点に

整理できる。背景には、米国造船の世界シェアが 1％未満、

米国籍外航商船が約 80 隻規模にとどまるという構造的な危

機認識があり、海事分野は安全保障および経済安全保障の双

方の観点から、優先度の高い政策分野として位置づけられた。
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他方、海事分野における脱炭素化を巡っては、国際協調に基

づくルール形成と、国家主導の政策運営との間に緊張関係が

顕在化している。 

 

2.2.1 大統領主導による「造船復興」の明確化と海事産業の

再興 

（1）トランプ議会演説と「造船復興」の明確化 

2025 年 3 月 4 日、トランプ大統領は議会演説において、

防衛産業基盤の強化と国民保護を目的として、商船・軍艦を

含む米国造船業の再興に取り組む方針を明確にした 21)。 

演説では、ホワイトハウス内に造船政策を統括する新組織

を設置する構想や、税制優遇措置等を通じて造船機能を国内

に回帰させる考えが示された 21)。 

 

（2）海事産業再興に向けた大統領令と立法動向 

 2025年4月9日、トランプ大統領は大統領令「Restoring 

America's Maritime Dominance（アメリカの海事支配力の

回復）」に署名し、海事産業再興を連邦政府横断で推進する枠

組みを指示した。同大統領令は、概ね、①海事産業活性化の

ための海事行動計画（MAP : Maritime Action Plan）の策定、

②対中の不公正行為への対応（米国通商代表部（USTR）へ

の指示）、③港湾関連費用・課徴金の徴収徹底による財源確保、

④米国における船舶建造の促進、⑤海事関連人材の教育・訓

練等の強化、⑥米国籍国際商船の隻数増加を柱としている 21)。 

同大統領令に基づく取組は、2025年後半にかけて、砕氷船、

造船所支援、人材育成といった「可視的な個別案件」として

具体化した 22)。 

砕氷船分野では、2025 年 10 月 10 日、米国政府がフィン

ランド政府との間で、米沿岸警備隊向け新型砕氷船の調達に

関する覚書を締結した。フィンランドで4隻を先行建造した

後、米国内造船所で最大7隻を追加建造する計画であり、北

極圏対応を急ぐ中、米国・カナダ・フィンランドによる協力

枠組み（ICE Pact）の文脈で、同盟国の造船能力を活用する

構図が具体化した 22)。 

併せて、国内造船所の基盤強化も進められた。2025年7月、

DOTは「中小造船所助成金プログラム」により、12州17造

船所に総額875万ドルを交付し、設備更新や訓練・徒弟制度

の拡充を通じて、造船・修理能力の底上げを図った 22)。 

さらに人材面では、労働省が造船技能育成策を拡充し、

2025年9月に最大800万ドルの助成枠を公表 22)、2026年1

月には約1,380万ドル（デラウェア・カウンティ・コミュニ

ティ・カレッジに800万ドル、マサチューセッツ海事大学に

580万ドル）の追加助成を決定した 23)。これらは、国際連携

も視野に入れつつ、造船人材基盤を中長期的に再構築する取

組である。 

 また、2025年4月30日、超党派の議員4名が「米国の繁

栄と安全のための造船および港湾インフラ法」（いわゆる

SHIPS法）を，連邦議会に提出した。同法案はバイデン政権

下の 2024 年 12 月に議会に提出されながらも廃案となった

旧法案の更新版であり，米国の海事産業の再興を目指す包括

的な政策パッケージである。同法案では、①国家的な海事政

策の監督体制の確立、②安定的な資金供給の仕組み、③国際

商業における米国船籍の競争力強化に向けた規制緩和、④造

船産業基盤の再建、⑤船員および造船労働者の採用・訓練・

定着の促進など、多岐にわたる政策を包含している 24)。提案

議員からは「ホワイトハウスと連携しており、本法案は政権

の取り組みに 100%補完的である」とのコメントも出されて

おり、同一の政策方向性に基づく包括的な立法措置と位置づ

けられる 24)。 

 

2.2.2 通商法301条に基づく対中措置を通じた市場介入 

海事産業の再興に向けた一連の取り組みの中でも、特に特

徴的かつ重要な政策の一つが、USTRによる通商法301条に

基づく対中措置を通じた市場への直接的な介入である。 

2024年3月、全米の5つの労働組合が、中国による海運・

物流・造船分野における不当な国家主導の介入について調査

を求め、これを受けて同年4月、USTRは正式な調査を開始

した。USTR は 2025 年 1 月 16 日、中国の不公正慣行を認

定する結論に至り、第二次トランプ政権下で具体的な対抗措

置の検討が本格化した 25)。同年 2 月 21 日には対抗措置案が

公表され、中国建造船が米国港湾に寄港するごとに最大 150

万ドルを課す案などが、議論の焦点となった 25)。 

その後、意見募集および公聴会を経て、2025年4月17日、

通商法301条に基づく措置が正式に発表された。措置内容は、

中国船社、中国建造船および非米国建造自動車運搬船の米国

港湾への寄港に対する課金措置（入港料措置）、LNG 輸出輸

送の制限、ならびに中国製港湾荷役機器に対する 100％追加

関税の提案を束ねた、複合パッケージとして整理された 25)。 

入港料措置は2025年10月14日から発効するとされたが、

とりわけ自動車運搬船に関しては、中国とは関係のない非米

国建造船全てを対象とする設計であり、大型船1隻当たり100

万ドル超の負担が生じ得るとされた。このため、日本の自動

車船運航船社を含む国際海運業界では、当惑と警戒感が急速

に高まった 25)。 

その後、USTRは2025年 6月に修正案を示し、入港料措

置発効直前の 10 月にも再修正を行うなど、制度設計は流動
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的に推移した 25)。こうした中、中国側も対抗措置として特別

港湾料金を導入し、緊張は一時的に高まった。しかし、2025

年 10 月末の米中首脳会談を経て、双方は 11 月 10 日から 1

年間、入港料措置の適用を停止することで合意し 25)、同措置

は 10 月 14 日の発効後、短期間で停止される結果となった

25)。 

この一連の経緯は、海運市場に対する規制的介入が、制度

設計そのものだけでなく、国際政治および首脳外交の日程と

密接に連動しながら実装される性格を有することを浮き彫り

にしている。 

 

2.2.3 同盟国との造船協力 

米国は自国の造船能力不足を前提に、同盟国との連携を並

行して進めている。 

日本との関係では、2025年10月に日米政府の間で、造船

分野の協力覚書が締結され、日米造船能力の拡大、米国海事

産業基盤への投資促進、市場経済における船舶需要の支援、

人材育成及び技術革新を協力分野として位置づけた 26)。同覚

書では、これらの協力を促進する枠組みとして日米造船作業

部会の設置が明記されており 26)、日本の対米造船協力は、政

府間の制度的基盤の下で、今後、個別案件を段階的に積み上

げていくことになると考えられる 26)。また、上述の通り、日

本は総額5,500億ドル規模の対米投資・協力枠組みの中に造

船分野を一例として位置づけており、造船協力は経済安全保

障を含む包括的な対米関与の一部として構成されている。 

これに対し、韓国との関係では、企業による対米造船関与

が既に具体化している点が特徴である。Hanwha Ocean は

2024年に米国フィラデルフィアのPhilly Shipyardの経営権

を取得し 27)、米国内造船拠点への直接的関与を開始したほか、

HD Hyundaiも米国造船企業との間で、艦船分野を含む技術

協力や生産性向上に関する連携を進めている 28), 29)。加えて、

米韓間の通商・投資協議の文脈では、韓国側が米国の造船セ

クターに 1,500 億ドル規模の投資を行うこととしている 30)。

こうした点から、韓国の対米造船関与は、日本に比べて企業

案件と政府レベルの投資コミットメントの双方が先行し、既

に実行段階に入っている点が特徴的である。 

 

2.2.4 IMOでの海運脱炭素化政策への対応 

国際海運は、世界の貿易量の約80％を担い、温室効果ガス

（GHG）排出量では世界全体の約 2～3％を占めている。こ

うした中、国際海運での脱炭素化を推進するため、IMO は、

2023年7月に「2023 IMO GHG削減戦略」を採択し、「2050

年頃までにGHG排出ゼロ」を目標として掲げた 31)。 

この戦略の具体策として、IMO では、①船舶使用燃料の

GHG強度規制、②IMOネットゼロ基金による脱炭素化促進

策を柱とする新たな国際的な規制枠組みである Net Zero 

Framework（NZF）の導入が検討されてきた 31)。 

このNZFの採択に向け、2025 年 4 月の第 83 回海洋環境

保護委員会（MEPC）において、条約改正案の承認が行われ

たが、第二次トランプ政権の下、米国は反対姿勢を示し、交

渉や投票に参加しなかったと報じられている 31)。 

その後、同年10月のMEPC臨時総会において条約改正案

の採択が行われる見込みであったが、臨時総会を前に、米国

政府は 8 月および 10 月に複数の閣僚連名で反対声明を発出

し、NZFを支持する国々に対する制裁措置をほのめかし、け

ん制を強めた 31)。結果、MEPC臨時会合では、各国の意見が

収束せず、採択には至らず、1 年以内に再度臨時会合を開催

することとし、採択に向けた審議を継続することとなった 31)。 

これらの動きは、第二次トランプ政権が、国際的な脱炭素

枠組みに対して、海事分野においても慎重かつ対抗的な姿勢

を強めていることを示すものである。 

 

2.3 高速鉄道・都市交通分野 

第二次トランプ政権下の高速鉄道・都市交通分野における

主な政策動向は、①高速鉄道プロジェクトの峻別と補助金取

り消し、②アムトラックの役割変化とガバナンスの再構築、

③都市交通に対する治安・安全基準を通じた連邦統制の強化、

という三点に整理できる。同政権は、前政権下で進められた

巨額の公的資金投入や州・都市主導の運営体制を見直し、財

政規律の確保に加えて、連邦政府の関与と統治の下で投資効

率および運営主体の説明責任を厳格に問う姿勢を鮮明にした。 

 

2.3.1 高速鉄道プロジェクトの峻別と補助金取り消し 

 第二次トランプ政権の発足以降、高速鉄道プロジェクトに

対する連邦補助金の取り消しが相次いだ。これらの動きは、

同政権が掲げる財政規律の重視を、鉄道分野においても具体

化したものと位置づけられる。 

象徴的な事例が、カリフォルニア高速鉄道プロジェクトで

ある。2025 年 2 月 4 日、トランプ大統領は同計画について

「管理が最悪の計画であり、数千億ドル規模のコスト超過を

抱えている」と強く批判し、事業内容の調査を開始する方針

を示した 32)。これを受け、2月20日には、ダフィー運輸長官

の指示の下、連邦鉄道局（FRA）がカリフォルニア高速鉄道

庁（CHSRA）に対する正式な調査を開始したと発表した 33)。 

6 月 4 日、ダフィー運輸長官は、CHSRA の高速鉄道事業

について、FRA による 300 ページを超えるコンプライアン
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ス報告書を公表した。同報告書では、長期にわたる事業の遅

延や進捗管理の不備が指摘され、補助金契約上の義務を履行

できていないとの評価が示された 34)。これを踏まえ、7月16

日、ダフィー運輸長官は、CHSRAに対する未執行の連邦補

助金約40億ドルを正式に取り消すと発表した 35)。16年にわ

たり総額150億ドル以上を投じながら、高速鉄道の軌道が一

本も敷設されていないことが、重大な進捗不足として強調さ

れた 35)。これに対し、翌 17 日、カリフォルニア州は当該決

定の撤回を求めて提訴した 36)。なお、12月、カリフォルニア

州は、連邦政府は信頼に足るパートナーではないとして、同

訴訟を取り下げた 37)。 

さらに 8 月 26 日には、ダフィー運輸長官が、カリフォル

ニア州高速鉄道事業に関連する4件のプロジェクトについて、

連邦補助金の拠出を取り消すと発表した 38)。これにより約1

億7,500万ドルの支出削減が見込まれ、連邦政府として「失

敗した高速鉄道計画」への投資を打ち切る姿勢を改めて明確

にした 38)。 

同様の判断は、他州の高速鉄道構想にも及んだ。日本も関

与してきたテキサス高速鉄道プロジェクトについて、2025年

4 月 14 日、ダフィー運輸長官は、アムトラックおよびFRA

が同プロジェクトに対する6,390万ドルの連邦補助金を終了

することで合意したと発表した 39)。同長官は、当該事業の継

続が納税者に過度なリスクを負わせるものであり、アムトラ

ック本来の使命である既存サービスの改善を阻害すると指摘

した上で、「民間主導で始まった事業である以上、事業性があ

るのであれば民間が主体的に進めるべきである」と述べてい

る 39)。 

また、ボルチモアとワシントン D.C.を結ぶ超電導リニア

（SCMAGLEV）計画についても、2025 年 8 月 1 日、ダフ

ィー運輸長官は FRA からの 2,600 万ドルの補助金を取り消

すと発表した 40)。その理由として、長期にわたる計画遅延や

コスト超過、沿線住民の反対、具体的成果の欠如に加え、国

家安全保障機関を含む連邦機関・連邦資産への重大な影響が

指摘されている 40)。 

もっとも、こうした高速鉄道事業に対する厳格な姿勢の一

方で、ラスベガスと南カリフォルニアを結ぶ民間主導（公的

支援を組み合わせた PPP 型）の高速鉄道計画である 

Brightline West については、第二次トランプ政権は相対的

に前向きな姿勢を示している。実際、カリフォルニア高速鉄

道事業に対する調査開始を発表した DOT の公式声明におい

ても、「進捗の遅いカリフォルニア高速鉄道とは対照的に、

Brightline West は印象的な取組を進めている」と明示的に

評価しており 33)、同計画が 2028 年の開業を目指している点

も言及されている。同計画は、民間資金を中心とした事業ス

キームを採用している点に加え、2028年ロサンゼルス五輪を

見据えた需要創出の可能性も意識されており、政権が批判し

てきた「財政負担の大きい公共主導型高速鉄道」とは性格を

異にするものと判断されたと考えられる。高速鉄道全体を一

律に否定するのではなく、事業性、進捗管理、納税者負担の

在り方を重視しつつ、選別的に関与する姿勢が、同政権の基

本的なスタンスであることを示す事例である。 

 

2.3.2アムトラックの役割変化とガバナンスの再構築 

第二次トランプ政権下では、アムトラックは連邦政府の政

策目的を実装する中核的インフラ運営主体として位置づけら

れ、その統治と責任の在り方が見直された。 

（1）アムトラックCEOの辞任 

2025年3月19日、アムトラックのCEOであるスティー

ブン・ガードナー氏は辞任を発表した 41)。辞任理由について

同氏は、「アムトラックが引き続き政権の信頼を得られる体制

を維持するため」と説明している 41)。 

背景として、アムトラックは近年、幹部の高額報酬やボー

ナスをめぐり、議会から厳しい批判を受けてきた。特に2023

年度には、約7,500万ドルのボーナスを支給する一方で、約

17億5,000万ドルの純損失を計上しており、経営規律やガバ

ナンスの在り方に対する疑念が強まっていた 42)。第二次トラ

ンプ政権への移行期において、こうした状況が経営トップ交

代を通じた「政権対応」の一環として位置づけられた可能性

がある。 

 

（2）ニューヨーク・ペン駅再開発への関与 

2025年4月17日、ダフィー運輸長官は、ニューヨーク市

のペン駅再開発事業について、ニューヨーク州都市圏交通公

社（MTA）を主導的立場から外し、アムトラックを中核主体

として DOT および FRA が関与する新体制へ移行すると発

表した 43)。ペン駅はアムトラックが所有する主要鉄道資産で

あり、同社主導とすることで、事業の実効性を高めるととも

に、連邦補助金の見直しを通じて納税者負担を約 1 億 2,000

万ドル削減できると説明している 43)。 

その後、2025 年 8 月 27 日には、「ペン駅トランスフォー

メーション・プロジェクト」の工程表が公表され、2027年末

までに本格的な建設工事を開始する方針が示された 44)。あわ

せて、DOTは事業初動を加速させるため、アムトラックに対

し約4,300万ドルの連邦補助金を交付すると発表した 44)。同

計画では、官民連携（PPP）方式の下、駅施設の老朽化や旅

客動線の分かりにくさ、駅舎内における治安・安全面の課題
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といった、主として駅構内空間に関する問題を解消し、「安全

で清潔かつ世界水準のターミナル」への再生を目指すとされ

ている 44)。 

 

（3）ワシントンD.C.ユニオン駅の管理権再掌握 

2025年8月27日、ダフィー運輸長官は、アムトラックの

次世代高速列車「新型 Acela」の運行開始に合わせ、ワシン

トン D.C.のユニオン駅について、DOT が管理権を再び直接

掌握する方針を発表した 45)。DOTは同駅を1980年代以降所

有しているものの、これまでの契約やリースの積み重ねによ

り管理権限が分散し、十分な維持管理や治安対策が行われて

こなかった結果、駅の老朽化や安全面での課題が顕在化して

いるとの認識を示している 45)。本措置は、DOT が主導的に

管理体制を立て直し、ユニオン駅を「安全で美しい首都」の

実現に資する中核的交通拠点として再生することを目的とす

るものである 45)。 

この方針を受け、2025年9月には、アムトラックおよびユ

ニオン・ステーション再開発公社（USRC）の両理事会が、

DOTおよびFRAを含む協力協定の改定案を全会一致で承認

し、連邦政府による管理権回復が正式に合意された 46)。新協

定の下では、DOT の指揮の下で、USRC が駅の商業・業務

機能を一体的に運営し、その収益を駅の修繕、治安対策、旅

客サービス改善へ再投資する体制が整備されることになって

いる 46)。 

アムトラックは、USRCとのサブリース契約を通じて小売

収入の駅インフラへの再投資に関与するとともに、警備体制

の維持・強化や待合空間の刷新などにより旅客体験の向上を

図る方針を示している 46)。新型Acelaの導入と駅機能の再生

を連動させることで、同社は北東回廊における基幹サービス

の競争力を高め、本来の鉄道輸送事業への集中を強める姿勢

を明確にしている。 

 

2.3.3 都市交通に対する治安・安全基準を通じた連邦統制の

強化 

 2025年3 月6日、ダフィー運輸長官は、ワシントンD.C.

における交通安全および治安の改善を求め、ワシントンD.C.

市長のミュリエル・バウザー、アムトラック CEO のスティ

ーブン・ガードナー氏、ワシントン首都圏交通局（WMATA）

CEOのランディ・クラーク氏に対し、それぞれ書簡を送付し

た 47)。大統領が連邦職員のオフィス勤務再開を促す中、通勤

者の安全確保は不可欠であり、首都ワシントンD.C.の交通シ

ステムが「安全で清潔な首都の象徴」であるべきだとの認識

が示された。書簡では、犯罪抑止、運賃逃れ対策、道路交通

安全の徹底を通じ、公共交通に対する信頼回復を求めている

47)。 

同年 3 月 18 日には、ダフィー運輸長官がニューヨーク市

の地下鉄・バスを運営する MTA に対し、暴力犯罪、ホーム

レス問題、無賃乗車の蔓延を強く問題視する書簡を送付した。

改善が見られない場合には、連邦交通局（FTA）による執行

措置や補助金の差し止め・振替の可能性を示唆し、具体的な

安全対策やその進捗、資金源の内訳について詳細な説明を求

めている 48)。 

このほか、ロサンゼルス、シカゴ、ボストンといった大都

市圏に対しても、暴動や犯罪多発、無賃乗車の頻発を背景に、

交通事業者および自治体首長に説明責任と是正措置を求める

書簡が相次いで送付されている 49), 50)。 

第二次トランプ政権下における都市交通分野の取組は、公

共交通の安全確保を名目としつつ、連邦補助金の執行条件や

情報開示要求を通じて、主として民主党主導の大都市圏（い

わゆる「ブルー・ステート」）の交通ネットワークに対する連

邦政府の関与と統制を強める特徴を有している。治安対策や

職員・利用者保護という正当性の高い政策目的を起点に、連

邦政府が交通事業者、自治体首長に対して説明責任と成果を

厳格に求める姿勢が鮮明となっている。 

 

2.4 観光分野（本節はワシントン国際問題研究所 小山 晴彦

研究員による執筆） 

 第二次トランプ政権の観光分野における主な政策動向は、

①訪米観光に影響を及ぼす国境管理・入国要件の強化、②対

外強硬姿勢に起因する訪米意欲の低下、③観光プロモーショ

ンおよび主要観光資源を巡る政策変更、④政府運営および国

家的イベントに起因する影響、という四点に整理できる。背

景には、安全や財政規律、国内納税者利益を重視する政権の

基本姿勢が観光分野にも及んだことがあり、入国管理や費用

負担の面では抑制的な措置が強化される一方、ワールドカッ

プ等の国家的イベントへの対応では、国益や国際的発信効果

を重視した関与が維持・強化されるなど、抑制と重点化が併

存する構図が形成された。 

 

2.4.1 訪米観光に影響を及ぼす国境管理・入国要件の強化 

（1）ビザ免除プログラムに対する審査・負担強化 

ビザ免除プログラム（VWP）は、日本を含む対象国の国籍

者が、観光または短期商用目的で最長 90 日間、ビザなしで

米国に入国することを可能とする制度であり 51)、主要な訪米

観光市場において、訪米観光を支える制度的枠組みの一つと

なっている。第二次トランプ政権発足当日に署名された大統
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領令「Protecting The United States From Foreign Terrorists 

And Other National Security And Public Safety Threats（外

国のテロリストおよびその他の国家安全保障・公共の安全に

対する脅威からアメリカを守る）」を踏まえ、国土安全保障省

税関・国境警備局（CBP）は 2025 年 12 月、約 40 か国の

VWP対象国籍者（日本を含む。）が取得する電子渡航認証シ

ステム（ESTA）に関し、情報収集項目の改定案を官報で公表

し、意見募集を開始した。過去 5 年の SNS 情報の提出に加

え、過去 5 年の電話番号、過去 10 年のメールアドレスを含

む情報のリストが求められるとされている 52)。 

また、2025 年 7 月に成立したOBBBA により、ESTA に

ついて、申請手数料が21ドルから最低40ドルへ引き上げら

れた 3)。 

  

（2）観光目的を含む非移民ビザに対する負担措置 

 OBBBAにより、非移民ビザの発給が必要な外国人を対象

とする新たな手数料「ビザ・インテグリティ・フィー」が創

設された 3)。同手数料は、観光目的を含む非移民ビザの発給

を受ける渡航者が対象（日本はビザ免除プログラム適用のた

め対象外。）となり、ビザ発給時に支払いが求められる。手数

料額は 2025 年度が 250 ドル、2026 年度以降は前年度の手

数料に消費者物価指数の上昇率に応じた調整額が加算される

仕組みとなっている 3)。同フィーは、非移民ビザの有効期間

中に当該ビザ条件を遵守しており、かつ延長申請を行わず、

有効期限の満了後5日以内に出国していることの全てを満た

した場合には、国土安全保障省による還付が認められる制度

53)とされており、ビザの有効期限を超えて滞在する、いわゆ

るオーバーステイの抑止を目的としたインセンティブ設計と

位置づけられる。 

 報道によれば、世界の他の国々の一般的な観光・訪問ビザ

の手数料は、カナダで約100カナダドル、オーストラリアで

145 豪ドル程度であるとされており、本手数料は国際的に見

ても高額な水準にある 54)。米国旅行協会など 20 以上の業界

団体が連名で国土安全保障長官、国務長官宛てに提出した共

同書簡によると、観光経済のデータ分析・予測を行うTourism 

Economics社は、この追加コストにより約300万人の潜在的

訪問者が渡航を断念し、トランプ政権の残任期中の観光経済

は推計 90 億ドルの消費支出を失う可能性があると試算して

おり、観光業界からは強い反発が示されている 55)。 

 

（3）特定国籍者に対する入国制限措置の再拡大 

 第二次トランプ政権1年目には、第一次政権に続き、特定

国籍者の米国への入国を制限する措置が導入・拡大された。

これは、移民・国籍法に基づく大統領権限を用い、国別に移

民・非移民の入国を原則停止する「全面停止」と、短期商用・

観光等の一部非移民区分を停止する「部分停止」を組み合わ

せて運用する枠組みである 56), 57)。政権は、本人確認体制や米

国との情報共有の不備、送還対象者の受入れ、オーバーステ

イへの対応不足などを理由に挙げ、同措置の発効時点で米国

外におり、かつ有効なビザを保有しない者を主な対象として

いる 56), 57)。 

本措置は 2025 年 6 月に導入され、同年 12 月に対象が拡

大され、39か国（加えてパレスチナ自治政府）が対象とされ

ている 56, 57)。対象にはFIFAワールドカップへの出場国も含

まれるが、報道によれば、選手や大会関係者は適用除外とさ

れる一方、一般の観戦客や報道関係者には制限が適用される

見通しとされている 58)。 

 

2.4.2 対外強硬姿勢に起因する訪米意欲の低下 

第二次トランプ政権発足直後から、トランプ大統領および

政権幹部による対外的な発言や政策姿勢をめぐり、同盟国・

友好国を含む諸外国で反発や懸念が相次いで表明された。こ

れらは制度改正とは異なる形で、訪米に対する心理的な障壁

として作用していると考えられる。 

政権発足初期の象徴的な事例としては、トランプ大統領が

カナダを米国に「編入」するかのような文脈で「51番目の州」

と発言したこと 59)、グリーンランド領有に繰り返し意欲を示

したこと 60)、さらにバンス副大統領が2025年2 月のミュン

ヘン安全保障会議において、欧州における言論の自由や民主

主義のあり方、移民対応などをめぐり厳しい問題提起を行っ

たこと 61)などが挙げられる。これらの発言は、各国政府のみ

ならず一般市民の対米感情にも影響を及ぼした。 

Skift Research社が2025年4月に実施した調査によれば、

回答者の46％がトランプ政権を理由に「米国を訪問する可能

性が低くなった」と回答している 62)。特にドイツおよび英国

では、政治的要因を理由に「米国を訪れにくい」と感じる旅

行者の割合が、2025年1月の37%から同年4月には54%へ

と大幅に増加した 62)。また、米国旅行を想起した際の感情と

しては「恐怖」（34%）が最も多く、これに「怒り」（26%）、

「悲しみ」（22%）が続いており、訪米に対する感情的抵抗の

強まりが示唆されている 62)。 

 

2.4.3 観光プロモーションおよび主要観光資源を巡る政策変

更 

（1）ブランドUSAを巡る動き 

ブランド USA は、米国へのインバウンド旅行の促進を通
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じて、経済成長や雇用創出を支えることを目的とする官民連

携の観光マーケティング機関である。その役割は、日本の独

立行政法人国際観光振興機構（JNTO）に相当する。運営財

源は、全米の観光局や民間企業などからの拠出に加え、ESTA

申請手数料を原資とする連邦拠出によって構成されてきた

63)。 

しかし、OBBBA の成立により、ブランド USA に対する

連邦政府の年間拠出上限は、従来の1億ドルから2,000万ド

ルへと大幅に引き下げられた 3)。 

OBBBA 成立後、観光業界はブランド USA への連邦拠出

の回復を求め、政権および議会への働きかけを強めている。

その一環として、2025年11月には超党派の議員により「Visit 

USA」法案が上下両院へ提出された。同法案は、ESTA 申請

手数料を原資とする旅行促進基金から年間1億6,000万ドル

をブランドUSAに追加配分することを認める内容であり64)、

実質的に OBBBA 以前の予算水準への回復を意図したもの

と位置づけられる。 

 

（2）国立公園における非居住者料金の導入 

 米国の国立公園は、自然景観や文化的価値を背景に、訪米

外国人旅行者にとって主要な観光資源の一つとなっており、

ブランド USA によるプロモーションとも密接に結びついて

きた。こうした中、2025年7月にトランプ大統領が大統領令

「Making America Beautiful Again by Improving Our 

National Parks（国立公園の改善を通じて、再びアメリカを

美しくする）」に署名し、非居住者に対する国立公園の入園料

を引き上げる方針を打ち出した 65)。ファクトシートでは、「税

金を通じて国立公園を支えているアメリカ人が、外国人と同

一の料金を課されている不公平を是正する」「アメリカ人を最

優先にする」といった考え方が明示されており 66)、国立公園

政策においてもアメリカ・ファーストの姿勢が鮮明に示され

ている。 

これを受け、内務省国立公園局は2026 年 1月 1日から新

たな料金体系を導入し、非居住者の年間パスが250ドル（居

住者 80 ドル）に設定されたほか、主要 11 公園では16 歳以

上の非居住者に1人あたり100ドルの追加料金が課されるこ

ととなった 67)。観光事業者等からは需要減少を懸念する声が

上がる一方 68)、財源不足に直面する国立公園の維持管理のた

め、国際来訪者にも相応の負担を求めるのは合理的とする見

解も示されている 69)。 

 

2.4.4 政府運営および国家的イベントに起因する影響 

（1）連邦政府縮小を目指す動きと内務省国立公園局への影

響 

 第二次トランプ政権1年目には、政府効率化を掲げる組織

再編や人員削減が進められ、その影響は国立公園局にも及ん

だ。全米国立公園保全協会によれば、2025年1月以降、国立

公園局の常勤職員は25％減少したとされており、加えて、レ

ンジャープログラムの中止やビジターセンターの閉鎖などが

生じている 70)。 

 

（2）連邦政府閉鎖の影響 

2025年10月1日から11月12日まで43日間にわたり継

続した連邦政府閉鎖は、観光産業にも直接的な影響を及ぼし

た。米国旅行協会によれば、観光産業全体で約 61 億ドルの

経済的な損失が生じ、1 日平均で約 8 万 8,000 件の旅行需要

が失われたとされる 71)。 

国立公園については、国立公園局が可能な範囲で開園を維

持したものの、ビジターセンター等は閉鎖され、職員の約 6

割が一時帰休となった 4)。州や地元自治体が費用を負担して

通常運営を継続した地域もあったが、全体として観光地の受

入体制は大きく制約された 72)。 

 

（3）国家的イベントに向けた動き 

第二次トランプ政権は、2026年FIFAワールドカップおよ

び2028年ロサンゼルス五輪を国家的なイベントと位置づけ、

ホワイトハウス主導のタスクフォースを設置した 73), 74)。ロサ

ンゼルス五輪については連邦政府が治安、交通、出入国管理、

外国人選手・関係者のビザ対応などを一体的に調整する役割

を担う姿勢を明確にしている 75)。これらのイベントは、2026

年の建国250周年とも重ね合わせられ、米国の国際的存在感

や経済的機会を示す場として位置づけられている 73), 74)。なお、

OBBBA では、FIFA ワールドカップ関連に 6 億 2,500 万ド

ル、ロサンゼルス五輪関連に 10 億ドルの予算が措置された

76)。 

 

3. 考察・おわりに 

本レポートでは、第二次トランプ政権発足後1年間におけ

る交通運輸・観光分野の政策動向を、航空、海事、高速鉄道・

都市交通、観光という分野別に整理を行った。個別政策の内

容は多様であるが、これらを横断的に捉えると、政策運営を

貫く基本的な評価軸として、三つの視点が一貫して確認でき

る。 

（1）「米国第一」に基づく国内優先の政策運営 

第一の評価軸は、「米国第一」の理念の下で、安全、国内産

業、納税者利益を最優先に据えた政策運営が、分野横断的に
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展開された点である。航空分野では、重大事故を契機とした

航空交通管制システムの近代化や管制官人材への集中的投資

に象徴されるように、「安全」が国家的最優先課題として再定

義され、巨額の資源が投入された。この「安全重視」の考え

方は航空分野にとどまらず、鉄道・都市交通分野にも拡張さ

れている。アムトラックのガバナンス見直しや、ニューヨー

ク、ワシントンD.C.等の大都市圏に対する治安・安全確保を

名目とした連邦関与の強化は、公共交通の信頼回復を掲げつ

つ、連邦政府が統治と説明責任を前面に押し出す動きと位置

づけられる。 

他方で、航空消費者保護政策では、事業者負担の大きい規

制強化を見直し、罰金中心の運用から是正措置重視へと転換

するなど、産業の機動性を確保する姿勢も同時に示された。 

さらに、海事分野における造船等の海事産業再興に向けた

取組や通商法301条に基づく対中措置、観光分野における国

境管理の強化や国立公園の非居住者料金引き上げも、「安全」

「国内産業」「米国納税者」を優先するという同一の発想に基

づくものであり、分野を超えて共通した政策原理が作用して

いることが読み取れる。 

 

（2）財政支出の選別と「戦略的重点化」 

第二の評価軸は、前政権下で形成された連邦支出の構造を

所与とせず、むしろトランプ大統領の明確な政治的意向の下

で、前政権期の財政支出の在り方そのものを積極的に組み替

えた点にある。高速鉄道分野における連邦補助金の相次ぐ取

り消しはその象徴であり、進捗や費用対効果に問題があると

判断された公共主導型事業を、撤回の対象とする姿勢が鮮明

に示された。 

同様の発想は、観光・環境関連分野にも及んでいる。ブラ

ンド USA に対する連邦拠出の削減や、人員削減を通じた国

立公園運営のスリム化に加え、航空分野における脱炭素関連

支出の見直しなど、前政権期に拡大した「需要創出」や「理

念先行」を特徴とする支出は、分野横断的に再検討の対象と

された。 

他方で、（1）で整理した「米国第一」に基づく国内優先の

政策運営と整合する分野については、支出の重点化が図られ

ている。その延長線上で、FIFA ワールドカップやロサンゼ

ルス五輪といった国家的イベントへの対応についても、国益

や国際的発信効果を重視する観点から、必要な予算措置が講

じられた。結果として、第二次トランプ政権1年目の財政運

営は、単なる歳出削減ではなく、「削減」と「重点化」を明確

に峻別し、予算配分そのものを政策誘導の手段として用いる

方向へと再編されたと言える。 

 

（3）国際協調の再調整 

第三の評価軸は、米国の国益や政策裁量との整合性を基準

に、国際的な制度や多国間枠組みへの関与の範囲と深度を選

別的に調整した点にある。第二次トランプ政権は、政権全体

としては国際機関や国際的枠組みへの関与を大幅に見直す姿

勢を鮮明にしているが、交通分野においては、既存の国際枠

組みとの関係を一律に断つのではなく、分野ごとに関与の水

準や姿勢を再設定する対応が取られた。 

海事分野では、IMOにおける温室効果ガス削減を巡る議論、

とりわけ NZF に対して明確な反対姿勢を示し、国際的な規

制強化が米国の海運・造船産業や輸送コストに与える影響を

強く意識した対応が取られた。航空分野においても、ICAO

の枠組みには引き続き関与しつつ、本来の安全・効率という

航空行政の使命との関係で脱炭素対応は慎重に検討されるべ

きとの立場が示され、国際的合意への無条件の追随を避ける

姿勢が共通して観察される。 

また、対外的な強硬姿勢や国境管理の厳格化は、訪米観光

需要の減退という形で国際交流にも影響を及ぼしており、国

際協調の再調整は交通分野にとどまらず、観光分野にも波及

している。これらを総合すると、第二次トランプ政権の交通・

観光分野における国際対応は、多国間枠組みへの関与を前提

とするのではなく、米国の国益や政策裁量を確保する観点か

ら、関与の可否や水準を選択的に見直す方向へと再構築され

たと整理できる。 

以上の三つの評価軸から整理すると、第二次トランプ政権

1 年目の交通運輸・観光政策は、個別分野ごとの施策の集合

体というよりも、「米国第一」を基調とする価値判断を起点に、

財政配分と国際関与の在り方を再設計する一連の政策運営と

して理解することができる。すなわち、安全や国内産業、納

税者利益といった優先価値に沿う分野には資源と権限を集中

させる一方で、前政権期に拡大した支出や国際的関与につい

ては、成果や国益との整合性を基準に選別・再編が進められ

た点に、この1年の特徴がある。 

運輸交通・観光分野におけるこうした動きは、単なる政策

転換や歳出削減にとどまらず、連邦政府がどの分野にどの程

度関与し、どの国際枠組みとどの距離感で向き合うのかを再

定義する試みと位置づけられる。今後は、これらの方針が制

度として定着するのか、あるいは個別分野ごとに調整・修正

が加えられていくのかを見極めつつ、政策の実効性と国際的

影響の両面から継続的に検証していく必要がある。 
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